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　第１章においては、交通事業における就業の現状について、就業構造、労働環境、労働力の視点
から、分析する。
　また、交通事業における生産性の現状について、他産業や欧米諸国との比較等を通じて分析する。

（１）就業構造の現状

ａ．就業者数の状況

　我が国の就業者数は、1997年の約6,560万人をピークに、6,300万人～6,400万人程度で推移してい
る中、交通事業の就業者数は、320万人～350万人程度でほぼ横ばいに推移している。

第１章　交通事業における就業及び生産性の現状

第１節　交通事業における就業の現状

図表2-1　産業別の就業者数の推移
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資料：�総務省「労働力調査」から国土交通省総合政策局作成
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　交通事業の就業者数の全産業に対するシェアは2015年現在で5.2％を占めている。

　各交通事業別の就業者数をみると、トラックが最も多く166万人であり、交通事業全体の約半数
を占めている。また、タクシー38万人、鉄道22万人、倉庫業19万人と続いている。

図表2-2　産業別の就業者数の割合（2015年）

注：�nは万人単位。
資料：�総務省「労働力調査」から国土交通省総合政策局作成
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図表2-3　交通事業別の従業者数（2014年）

注：�各事業の値は、日本標準産業分類（小分類）別の結果を以下の区分により集計したもの。
　　「トラック」：一般貨物自動車運送業、特定貨物自動車運送業、貨物軽自動車運送業
　　「タクシー」：一般乗用旅客自動車運送業
　　「鉄道」：鉄道業
　　「倉庫業」：�倉庫業、冷蔵倉庫業
　　「乗合バス」：一般乗合旅客自動車運送業
　　「貨物利用運送」：集配利用運送業、貨物運送取扱業
　　「港湾運送業」：港湾運送業
　　「貸切バス」：一般貸切旅客自動車運送業
　　「航空」：�航空運送業
　　「内航海運」：沿海海運業
　　「外航海運」：外航海運業
資料：�総務省「平成26年経済センサス-基礎調査」から国土交通省総合政策局作成
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　交通事業分野別の主な職業別の就業者数の構成割合をみると、各輸送モードにおいて、運転や運
搬に従事する者のウエイトが高く、一定の技術・技能が求められる人材が必要となっている。

ｂ．就業者年齢の状況

　就業者の平均年齢を産業別に比較してみると、交通事業は、鉱業・採石業・砂利採取業に次ぐ高
さとなっている。

図表2-4　交通事業分野別職業別の就業者の構成割合（2010年）

注１：�2010年時点。
注２：�「運輸に附帯するサービス業」は、港湾運送業、貨物運送取扱業、運送代理店、こん包業、運輸施設提供業など（以下同じ。）。
資料：�総務省「平成22年国勢調査」から国土交通省総合政策局作成
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図表2-5　産業別の平均年齢（2015年）

注１：�企業規模10人以上の民営事業所。常用労働者における一般労働者（短時間労働者を除く）を対象とした。
注２：調査産業計のデータを「全産業」とした。
資料：�厚生労働省「平成27年　賃金構造基本統計調査」から国土交通省総合政策局作成

35

49
（歳）

42.3

39.2

47
45
43
41
39
37

47.0
45.7 44.6 44.0

42.8 42.3 42.3 42.2 42.1 42.1 42.0 41.341.3 40.940.9 40.940.9 40.0

全
産
業

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
、

娯
楽
業

鉱
業
、
採
石
業
、

砂
利
採
取
業

運
輸
業
、
郵
便
業

サ
ー
ビ
ス
業

（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

建
設
業

教
育
、
学
習
支
援
業

製
造
業

複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

不
動
産
業
、
物
品
賃
貸
業

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・

水
道
業

金
融
業
、
保
険
業

学
術
研
究
、
専
門
・

技
術
サ
ー
ビ
ス
業

卸
売
業
、
小
売
業

宿
泊
業
、

飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

医
療
、
福
祉

情
報
通
信
業

第１章交通事業における就業及び生産性の現状

交通政策白書 51



第
Ⅱ
部
交
通
事
業
に
お
け
る
人
材
確
保
と
生
産
性
の
向
上
に
向
け
て

　主な職種別の平均年齢をみると、タクシー運転者が最も高く58.9歳、営業用バス運転者49.2歳、
営業用大型貨物自動車運転者47.3歳と続き、これらは、職種全体の平均年齢である42.3歳を５歳以
上上回っている。

　全産業の就業者の平均年齢は上昇傾向にあるが、タクシー、バス、トラックの運転者の平均年齢
は、これを上回って高齢化が進んでいる。

図表2-6　主な職種別の平均年齢（2015年）

注１：�企業規模10人以上の民営事業所。常用労働者における一般労働者（短時間労働者を除く）を対象とした。
注２：�調査産業計のデータを「全職種」とした。
資料：�厚生労働省「平成27年　賃金構造基本統計調査」から国土交通省総合政策局作成
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図表2-7　自動車運送事業における運転者の平均年齢の推移

注１：�企業規模10人以上の民営事業所。常用労働者における一般労働者（短時間労働者を除く）を対象とした。
注２：調査産業計のデータを「全産業平均」とした。
資料：�厚生労働省「賃金構造基本統計調査」から国土交通省自動車局作成

2015
（年）

201420132012201120102009200820072006200520042003
39

59
（年齢）

58
57
56
55
54
53
52
51
50
49
48
47
46
45
44
43
42
41
40

58.9

49.2

47.3
43.8

42.3

バス 大型トラック
普通・小型トラック 全産業平均
タクシー

第１章 交通事業における就業及び生産性の現状

交通政策白書52



第
Ⅱ
部
交
通
事
業
に
お
け
る
人
材
確
保
と
生
産
性
の
向
上
に
向
け
て

ｃ．女性の就業状況

　産業全体では就業者数に占める女性の割合が43.2％であるのに対し、交通事業では、18.9％と低
くなっている。

　主な職種別の女性割合をみると、「航空機客室乗務員」を除き職種全体を下回っており、全体的
に極めて低い状況にある。

図表2-8　産業別男女別就業者構成割合（2015年）

注：�nは万人単位。
資料：�総務省「労働力調査」から国土交通省総合政策局作成
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（２）労働環境の現状

ａ．労働時間の状況

　交通事業の平均月間労働時間は173.5時間/月と最も長い。これは、他産業と比較し、所定外労働
時間が長いことも要因となっている。

図表2-9　主な職種別の女性割合（2015年）

注１：�企業規模10人以上の民営事業所。常用労働者における一般労働者（短時間労働者を除く）を対象とした。
注２：�調査産業計のデータを「全職種」とした。�
資料：�厚生労働省「平成27年　賃金構造基本統計調査」から国土交通省総合政策局作成
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図表2-10　産業別常用労働者一人平均月間実労働時間（2014年）

注：�事業所規模５人以上。
資料：�厚生労働省「平成26年　毎月勤労統計調査」から国土交通省総合政策局作成
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　主な職種別にみると、平均月間労働時間は営業用大型貨物自動車運転者が最も長く、続いて、営
業用普通・小型貨物自動車運転者、営業用バス運転者の順に長くなっており、全産業平均を30時間
以上上回っている。これらの職種では、超過実労働時間数も40時間程度と長くなっている。

ｂ．所得の状況

　交通事業における年間所得額は4,412千円であり、全産業平均4,892千円を下回っている。

図表2-12　産業別の年間所得額（2015年）

注１：�年間所得額は「賃金構造基本統計調査」中「きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額」から国土交通省総
合政策局が推計した値。

　　　　きまって支給する現金給与額＝�６月分として支給された現金給与額（所得税、社会保険料等を控除する前の額）で、基本給、
職務手当、精皆勤手当、通勤手当、家族手当、超過勤務手当等を含む。

　　　　年間賞与その他特別給与額＝調査年前年１月から12月までの１年間における賞与、期末手当等特別給与額。
注２：調査産業計のデータを「全産業」とした。
資料：�厚生労働省「平成27年　賃金構造基本統計調査」から国土交通省総合政策局作成
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図表2-11　主な職種別の総実労働時間（2015年）

注１：�「船員」のみ2014年の値であり、所定内、超過の内訳がないことから総実労働時間。
注２：�調査産業計のデータを「全職種」とした。
資料：�厚生労働省「平成27年　賃金構造基本統計調査」（2015年時点、船員（一般船舶）以外）、国土交通省「平成27年　船員労働統計（一

般船舶,特殊船）」から国土交通省総合政策局作成
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　主な職種別にみると、航空機操縦士、電車運転士・車掌、旅客掛を除き、全産業平均を下回って
いる。

（３）労働力の動向

ａ．雇用情勢の動向

　近年の労働者の過不足状況の推移をみると、産業全体で労働者が不足する傾向にある。特に交通
事業における労働者は常に産業全体の不足感の水準より高く、かつ、ほぼ一貫してD.I.値（労働者
が「不足」する事業所の割合－労働者が「過剰」な事業所の割合）が上昇してきており、全産業に
比べ、労働力不足感が大きくなっている。また、特に自動車運転手で有効求人倍率が高くなってお
り、かつ、ここ数年急速に増加してきている。

図表2-13　主な職種別の年間所得額（2015年）

注１：�年間所得額は「賃金構造基本統計調査」中「きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額」から国土
交通省総合政策局が推計した値。

　　　　きまって支給する現金給与額＝�６月分として支給された現金給与額（所得税、社会保険料等を控除する前の額）で、基
本給、職務手当、精皆勤手当、通勤手当、家族手当、超過勤務手当等を含む。

　　　　年間賞与その他特別給与額＝調査年前年１月から12月までの１年間における賞与、期末手当等特別給与額。
注２：調査産業計のデータを「全職種」とした。
資料：�厚生労働省「平成27年　賃金構造基本統計調査」から国土交通省総合政策局作成
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図表2-14　常用労働者の過不足判断D.I.の推移

資料：�厚生労働省「労働経済動向調査」から国土交通省総合政策局作成
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ｂ．今後の見通し

　我が国は、2010年の１億2,806万人をピークに人口減少が始まり、極めて速いスピードで少子高
齢化も進展しつつある。2030年までの20年間、生産年齢人口は毎年１％近く減少していくと見込ま
れており、今後、人材の確保がより困難になっていく可能性がある。

　交通事業は労働集約型産業が多いこと、また、今後の労働力不足との関係を論じる上で有効なこ
とから、本節においては、「労働生産性」を取り上げることとする。

（１）労働生産性の現状

a．我が国の労働生産性

　我が国の労働生産性の水準は、経済成長と軌を一にして右肩上がりの上昇を示していたが、2000
年代中盤以降は横ばいとなっている。

＜労働生産性の算出方法について＞
　独立行政法人経済産業研究所と一橋大学が共同で作成している日本産業生産性データベース（Ja-
pan�Industrial�Productivity�Database。本節において「JIP」という。）のデータを用い、次式によっ
て労働生産性を算出した。

　　

　　粗付加価値額＝産出（実質）－中間投入（実質）
　　マンアワー=従業者数×従業者１人あたり年間総実働時間
※　算出：日本国内で一年間に産出された財・サービスの生産額の合計。
※　�中間投入：生産の過程で原材料費・光熱費・間接費等として投入された財貨及びサービスの額
（例えば、陸運業における燃料の購入（石油会社からの経常的な購入）など）。ただし、機械
等の固定資本の減価償却分や人件費はこれに含まれない。

※　一般的に、労働生産性= マンアワー
営業利益＋人件費＋減価償却費によっても求めることができる。

　産業別の労働生産性水準をみると、金融・保険業、情報通信業、電気・ガス・水道業、製造業が
全産業平均よりも高い水準を示しており、交通事業は全産業平均の７割程度の水準に留まっている。

第２節　交通事業における生産性の現状

労働生産性（円／時間）= マンアワー
粗付加価値額 

図表2-15　全産業労働生産性水準（実質）の推移

資料：�経済産業研究所「JIP」（2015年）より国土交通省総合政策局作成
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b．交通事業の労働生産性

　交通事業分野別の労働生産性水準をみると、航空運輸業、水運業及び鉄道業が高い一方、道路運
送業は全産業平均を大きく下回っている。

　交通事業分野別の労働生産性の推移をみると、道路運送業以外は全産業平均を上回って推移して
おり、航空運輸業及び鉄道業は一貫して、また、水運業は2000年代前半以降、高い水準で推移して
いる。
　ただし、これらは大規模な投資を行うため、資本の投入量の差が付加価値産出額に影響を与えて
いる可能性がある点には注意が必要である。

図表2-17　交通事業分野別労働生産性水準（実質）の比較（2012年）

注：�「労働生産性＝付加価値額／マンアワー」で算出。
資料：�経済産業研究所「JIP」（2015年）より国土交通省総合政策局作成
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図表2-16　産業別労働生産性水準（実質：連鎖）の比較（2014年）

注：�不動産業、政府サービス産業等を除く。
資料：�内閣府「国民経済計算」（2014年）から国土交通省総合政策局作成
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（２）労働生産性の国際比較

ａ．GDPの国際比較

　実質GDPの推移を見ると、アメリカのGDP規模は、一貫してその他の各国を大きく上回り、成
長率（グラフの傾き）も大きい。我が国は1990年頃までドイツ、イギリス、フランスの欧州諸国を
上回る成長を見せていたが、1990年前半以降、欧州諸国同様に低成長が継続している。
　なお、2009年にはリーマンショックの影響から、各国とも実質GDPを減じている。

ｂ．労働生産性の国際比較

①労働生産性水準の推移
　我が国とアメリカ、イギリス、ドイツ、フランスの欧米諸国と労働生産性水準の比較を行うに当
たり、本節では「時間当たり労働生産性」と「就業者一人当たり労働生産性」の２つの指標を用いた。
　全産業で見ると、「時間当たり労働生産性」では、我が国は他国に劣後する水準で推移しているが、
「就業者一人当たり労働生産性」では、近年はイギリス及びドイツと同程度の水準で推移している。
また、いずれの指標においても、アメリカの水準の高さが目立っているが、「時間当たり労働生産性」
に比べて「就業者一人当たりの労働生産性」においては、他国との差が大きくなっている。

図表2-19　実質GDPの推移
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資料：�OECD.stat�「National�Account」から国土交通省総合政策局作成

図表2-18　交通事業分野別労働生産性水準（実質）の推移

資料：�経済産業研究所「JIP」（2015年）より国土交通省総合政策局作成

20122011201020092008200720062005200420032002200120001999199819971996199519941993199219911990
0

25,000
（円/時間）

20,000

15,000

10,000

5,000

鉄道業 道路運送業 水運業 航空運輸業 その他運輸業・梱包 全産業

第１章交通事業における就業及び生産性の現状

交通政策白書 59



第
Ⅱ
部
交
通
事
業
に
お
け
る
人
材
確
保
と
生
産
性
の
向
上
に
向
け
て

　一方で、交通事業についてみると、「時間当たり労働生産性」では、全産業と同様にアメリカの
水準の高さが目立つ一方で、我が国とイギリスが低位で推移し、ドイツ、フランスが中位で推移し
ている。
　他方、「就業者一人当たり労働生産性」では、我が国は、2000年代半ばころまで、ドイツ、フラ
ンスと大きく異なる水準ではなかったものの、2000年代後半に他国に比べ大幅に低下し、その差が
縮小していない状況にある。

＜各国の生産性水準の算出方法＞
（使用したデータ）
　・�OECD.stat「National�Account」より（2016年３月２日時点）。
　・�計算に用いた各系列は、国際的な標準産業分類である「International� Standard� Industrial�
Classification�of�All�Economic�Activities,�Rev.4」（ISIC�rev4）に準拠した産業分類を用いて集
計が行われている。

　・���「交通事業」と表章してあるデータはISIC�rev4における「Transportation�and�storage」（運輸・
倉庫業）の分類を用いている。

　・�なお、OECD.stat「National� Account」において欠損値がみられたアメリカの付加価値、就業
者数、マンアワーは、「The�Bureau�of�Economic�Analysis」�(BEA)において公開されているデー
タを用いた。また、日本における欠損値は、経済産業研究所「JIP」のデータを用いた。

図表2-20　労働生産性水準の推移の国際比較

資料：�OECD.stat�「National�Account」、アメリカ「BEA」、経済産業研究所「JIP」（2015）から国土交通省総合政策局作成

20
14

20
13

20
12

20
11

20
10

20
09

20
08

20
07

20
06

20
05

20
04

20
03

20
02

20
01

20
00

全産業生産性水準（ドル/人・年）

40,000
50,000
60,000
70,000
80,000
90,000
100,000
110,000
120,000

20
14

20
13

20
12

20
11

20
10

20
09

20
08

20
07

20
06

20
05

20
04

20
03

20
02

20
01

20
00

交通事業生産性水準（ドル/人・年）

40,000
45,000
50,000
55,000
60,000
65,000
70,000
75,000
80,000
85,000
90,000

20
13

20
12

20
11

20
10

20
09

20
08

20
07

20
06

20
05

20
04

20
03

20
02

20
01

全産業生産性水準（ドル/時間）

20
25
30
35
40
45
50
55
60
65
70

20
14

20
00

20
14

20
13

20
12

20
11

20
10

20
09

20
08

20
07

20
06

20
05

20
04

20
03

20
02

20
01

20
00

交通事業生産性水準（ドル/時間）

20
25
30
35
40
45
50
55
60
65
70

アメリカ フランス ドイツ イギリス 日本

第１章 交通事業における就業及び生産性の現状

交通政策白書60



第
Ⅱ
部
交
通
事
業
に
お
け
る
人
材
確
保
と
生
産
性
の
向
上
に
向
け
て

（算出方法）
　�　本節では、交通事業に関する労働生産性の実態分析を行うため、産業別の付加価値、労働投入
のデータを必要としたこと、また、国内の労働生産性に関する分析との関係から、OECD.statの
データを用いて以下の式によって各国の全産業及び交通事業の労働生産性の比較・分析を行った。

　また、一人当たりGDPに近似した概念として年間の「就業者一人あたり付加価値額」を労働生
産性として、以下の式で算出を行った。

　上式では、GDPを購買力平価USドル変換レートとして国際比較に用いている。

②労働生産性水準の対アメリカ比較
　アメリカの労働生産性水準に対して、我が国、イギリス、ドイツ、フランスの各国がどの程度に
位置づけられるか比較を行った。
　全産業でみると、「時間当たり労働生産性」及び「就業者一人当たり労働生産性」のいずれの指
標においても、各国ともアメリカの６割から８割程度の水準にとどまっている。
　交通事業でみると、「時間当たり労働生産性」では、日本とイギリスが低くなっている。一方、「就
業者一人当たり労働生産性」では、日本以外の３か国はアメリカの９割程度の水準となっており、
一定の生産性水準を保っている。

時間当たり労働生産性（購買力平価換算）＝ 粗付加価値
マンアワー（就業者数×労働時間）

一人当たり年間労働生産性（購買力平価換算）＝ 就業者数
粗付加価値

図表2-21　労働生産性水準の対アメリカ比較

資料：OECD.stat�「National�Account」、米国「BEA」、経済産業研究所「JIP」（2015）から国土交通省総合政策局作成
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